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米国会計基準採用の有無

１．１７年７月期の連結業績（平成１６年８月１日～平成１７年７月３１日）            

（１）連結経営成績 （注）本決算短信中の金額は単位未満を切捨てて表示しております。

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
17年７月期 （ ） （ ） （ ）

16年７月期 （ ） （ ） （ ）

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

17年７月期 （ ）

16年７月期 （ ）

(注) ①持分法投資損益 17年７月期 百万円 16年７月期 40 百万円

②期中平均株式数（連結） 17年７月期 株 16年７月期 株

③会計処理の方法の変更‥‥無

④営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

（２）連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭
17年７月期 33

16年７月期 82
(注) ①期末発行済株式数（連結） 17年７月期 株 16年７月期 株

（３）連結キャッシュ・フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円
17年７月期 △ △

16年７月期 △ △

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項

連結子会社数 11社 持分法適用非連結子会社数 －社 持分法適用関連会社数 ３社

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況

連結（新規） １社 （除外） ２社 持分法（新規） ２社 （除外） －社

２．１８年７月期の連結業績予想（平成１７年８月１日～平成１８年７月３１日）   

百万円 百万円 百万円

中間期

通期

（参考） １株当たり予想当期純利益（通期）1,198円89銭

上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき算出したものであります。実際の業績は今後様々な要因によって

予想数値と異なる結果となる可能性があります。
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企業集団等の状況
　 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（㈱ＳＦＣＧ）、子会社21社、関連会社４社で構成されており、金

融・投資事業、不動産事業、スポーツ用品等製造販売事業、パソコン関連製品販売、システム開発・システムサポート

等を主たる事業としております。

　 当社は事業者向金融業を主たる事業としており、中小零細企業に融資、商業手形割引を行っております。

   ㈱Ｔ・ＺＯＮＥホールディングスは、当社グループの関連事業全般を統括しております。

 　当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に関わる位置づけは次の通りであります。

(1)金融・投資事業……………………事業者向金融業、卸金融業、投資、ベンチャーキャピタル、サービサー他

㈱ＳＦＣＧ、㈱Ｔ・ＺＯＮＥホールディングス、㈱マイダスキャピタル、㈱メサイア・インベストメント、㈱Ｔ・ＺＯＮＥキャピ

タル、㈱ジャスティス債権回収、その他10社

(2)不動産事業………………………不動産売買・仲介・管理業、不動産に関する情報提供、不動産鑑定業他

㈱イーマックス、㈱アドバンテージ、日本アプレイザー㈱

(3)スポーツ用品等製造販売事業……ゴルフ用品製造販売他

マルマン㈱、その他１社

(4)その他事業…………………………パソコン部品販売、システム開発、システムサポート他

㈱Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィ、その他４社

事業の系統図は、以下の通りとなります。

金融・投資事業 16社

事業者向金融 (株) Ｓ Ｆ Ｃ Ｇ 当社

当社グループの関連事業統括 (株)Ｔ・ＺＯＮＥホールディングス 連結子会社（注３）

卸金融 (株)マイダスキャピタル 連結子会社

ベンチャーキャピタル (株)メサイア・インベストメント 連結子会社

投資 (株)Ｔ・ＺＯＮＥキャピタル 連結子会社

サービサー（債権回収代行） (株)ジャスティス債権回収 連結子会社

その他子会社７社、関連会社３社

不動産鑑定・売買・仲介等 融資・管理業務等

不動産事業 ３社

不動産売買・不動産情報サービス (株)イーマックス 連結子会社（注１）

不動産売買・仲介 (株)アドバンテージ 連結子会社

不動産鑑定 日本アプレイザー(株) 連結子会社（注５）

スポーツ用品等製造販売事業 ２社

ゴルフ用品等製造販売 マルマン(株) 連結子会社（注４）

その他関連会社１社

その他事業 ５社

パソコン関連製品販売 (株)Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィ　 連結子会社（注２）

システム開発・システムサポート

その他子会社４社

（注） １．㈱イーマックスは平成16年８月２日付で㈱ウチダハウスを吸収合併いたしました。

２．㈱Ｔ・ＺＯＮＥ　ＤＩＹは平成16年10月22日付で㈱ストラテジィを吸収合併し、社名を㈱Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィに変更

　　いたしました。

３．㈱Ｔ・ＺＯＮＥホールディングスは、ジャスダック証券取引所に上場しております。

４．マルマン㈱は、大阪証券取引所ヘラクレスに上場しております。

５．日本アプレイザー㈱は、平成17年８月１日付で社名を㈱マイダス・アプレイザーアンドギャランティーに変更して

　　おります。　　
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経営方針

１．経営の基本方針

　 当社は、昭和53年12月の創業以来一貫して、中小零細企業の資金需要にお応えすべく企業努力を重ね、中小企業

の再生産プロセスに資金面から寄与することを企業理念としてまいりました。又、与信管理につきましては、小口貸出、

短期貸出、エンドユーザーへのリテール貸出の３点を基本方針として取り組んでまいりました。さらには、このような企

業理念と経営方針を実現すべく独自の研修システムを開発し、人材の育成に注力してまいりました。

　 今後とも、中小企業向け与信ノウハウを更に高め、顧客第一主義の方針に基づき、革新と改善を推進し、中小零細

企業の資金需要にお応えできるよう安定的な経営基盤の堅持及び業容の拡充に努めてまいります。

２．利益配分における基本方針

　 当社は、株主に対する利益還元を重視しており、業績の動向、将来の事業展開に備える為の内部留保、経営体質

の強化を総合的に勘案して安定配当を行うことを方針としております。

　 このような方針のもと、当期の配当金につきましては、１株当たり普通配当100円に連結子会社マルマン㈱の大阪証

券取引所ヘラクレス上場記念配当金として１株当たり100円の配当を加え、合計200円の配当を予定しております。これ

は、当社の企業再生事案第１号として名実ともに再建が完了した証として、記念配当により株主の皆様に利益還元を行

うためのものであります。

　 なお、内部留保金は、経営体質の充実強化と事業への再投資により企業価値を高めるべく、経営全般にわたり一層

の努力を傾注して、さらに皆様のご期待に応えてまいる所存であります。

３．投資単位の引下げに関する考え方及び方針等

　 当社の投資単位につきましては、１単元10株となっており、すでに投資家の皆様が投資しやすい状況になっているも

のと判断しております。

４．中長期的な会社の経営戦略

　当社は、中期計画として単体決算の過去最高業績を超える経常利益420億円及び連結経常利益500億円の達成を目

指しており、改めて2005年７月期から2009年７月期までの中期５ヶ年を「ファイブハンドレッド（500）計画」と命名いたしま

した。

　 このために、当社は、良質な債権を維持した融資残高の拡大を行うべく、社員の採用拡大と教育の充実を行うと同時

に、安定的な資金調達基盤の拡充を図ってまいります。また、連結子会社との事業と人材の融合をさらにすすめ、グル

ープ全体の総合力の向上により目標の達成を目指してまいります。

５．会社の対処すべき課題

（1）人材の確保

   当社が中長期計画を達成するためには、優秀な営業社員、スタッフの確保が重要であります。このための新卒、

中途社員の募集と入社後の研修体制をさらに整備し、社員教育の充実を進めてまいります。

（2）情報管理の徹底

   平成17年４月に施行された個人情報保護法の対応について、社員教育並びに情報システムのセキュリティ強化

の両面から進めてまいります。なお、当社は従来より社員のパソコン管理についてインターネット接続対応端末を

制限して社内のイントラネット環境で主業務を行っておりますが、これに加えてデータの暗号化を実施し、情報漏洩

を防ぐシステム面の体制を一層強化し、情報の安全性を高めてまいります。

６．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況

（1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　 当社グループは、企業経営の透明性及びコンプライアンス（法令遵守）の徹底と推進をコーポレート・ガバナンス

の基本と捉え、従業員一同が法令・定款等の徹底遵守を図り、株主、投資家、取引先、顧客、従業員等の多くの利

害関係者の皆様に信頼されうる企業組織体として積極的に活動を実施してまいります。

（2）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

　 当社は、業務執行に係る最高意思決定機関としての取締役会を月１回以上開催し、経営上の重要事項を協議、

決定しております。また、取締役会とは別に毎週１回以上取締役、部課長参加の定期会議を開催し、業務執行の

具体的計画とその進捗のチェック、発生したリスク情報の対応等について迅速に経営判断できる体制をとっており

ます。

　 監査役会につきましては、弁護士、税理士、公認会計士の３名で構成され、全員が社外監査役であります。重要

な意思決定の過程を把握するため、取締役会等の重要な会議に出席し、業務遂行を確認しております。
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　 内部監査につきましては、監査部が中心となり総務部、経理部、管理部等各部門と連動して定期監査及び臨時

監査を行っており、監査結果はトップマネジメントに報告されるとともに監査対象部門に対する改善状況のフォロー

を行っております。

　 法律顧問につきましては、複数の法律事務所と顧問契約を締結し、法律問題についての指導・助言を適宜受け

る体制となっております。また、貸金業の業務に関しては、コンプライアンス委員会を隔月開催しており、監査部と

連動して、指摘・指導された内容については速やかに全社に徹底する体制としております。

　 会計監査人については、中央青山監査法人を選任しており、通常の会計監査はもとより、ディスクロージャーの

適時性と正確性を確保する観点から個別案件ごとに適法性や会計基準の準拠性に関しての事前確認等を行い、

適時アドバイスを受けております。当社の会計監査を担当した公認会計士は以下のとおりであり、随時６名程度の

補助者（公認会計士、会計士補）が監査業務に携わっております。

（業務を執行した公認会計士の氏名及び継続監査年数）

指定社員　　業務執行社員 川田　増三 （19年）

指定社員　　業務執行社員 中井　義己 （２年）

指定社員　　業務執行社員 加賀美弘明 （２年）

＊中央青山監査法人は、公認会計士法上の規則開始及び日本公認会計士協会の自主規制実施に先

　 立ち、自主的に業務執行社員の交代制度を導入しており、川田増三は平成17年７月期会計期間をも

 　って交替する予定となっております。

（3）会社と会社の社外取締役及び社外監査役との人的関係、資本的関係又は取引関係その他利害関係の概要

　 社外監査役と当社の間に、人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係で、重要性のあるものはあ

りません。

（4）会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みと最近１年間における実施状況

　 当社は、従来から経営情報や財務情報をホームページでタイムリーに開示しておりますが、投資家に対して更

なる情報提供の充実を行うため、平成17年２月にホームページをリニューアルいたしました。また、定期会議にお

いては、全店に双方向のテレビ会議システムを導入し、発生したリスクの対応や指示事項の徹底を迅速に行える

体制を構築いたしました。
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経営成績
１．当連結会計年度の概況

　 当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の改善による個人消費、設備投資に改善の動きが見られ、景気

は着実な回復傾向を見せたものの、原油価格の高騰や年金問題など先行き不透明感から予断を許さない状況で推移

いたしました。

　 このような状況において、当社グループでは、金融・投資事業における基幹業務である事業者向け融資に注力する

と共に、投資部門についても企業再生事案である連結子会社のマルマン㈱が平成17年７月21日に大阪証券取引所ヘ

ラクレス市場に上場を果たし、同社は名実ともに再建を果たしました。

　 以上の結果、当連結会計年度における営業収益は、859億６千５百万円（前連結会計年度比10.6％増）、経常利益

202億６千３百万円（前連結会計年度比27.3％増）となりました。当期純利益につきましては、マルマン㈱の上場に伴う

株式売却益を計上したため、125億９千５百万円（前連結会計年度比51.4％増）と大幅な増収増益を達成いたしました。

　 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

① 金融・投資事業

 　金融・投資事業につきましては、主力の事業者向け融資業務は、個人の自己破産件数の減少など事業環境の改善

を好機と捉えて積極的な営業活動を展開してまいりました。当社につきましては、従来からの管理会計指標であるキャ

ッシュフロー利益を中心とした業績管理により与信リスクを最小限に抑える体制が整いました。その成果として懸案であ

った訴訟件数を大幅に減少させることができ、経営資源を営業活動に集中させることで営業貸付金残高も大幅な増加

となりました。

　 サービサー業務（債権回収代行業）については、連結子会社㈱ジャスティス債権回収においての回収業務が着実な

成長を見せており、投資業務については、連結子会社㈱Ｔ・ＺＯＮＥキャピタルにおいて引き続き長期投資を行った結果、

当連結会計年度において佐藤食品工業㈱及び理研ビタミン㈱の２社が新たに関連会社となり、営業投資有価証券残高

は、333億１千８百万円（前連結会計年度比156.0％増）となりました。

　 以上の結果、融資残高は、商業手形割引が356億５千８百万円（前連結会計年度比24.6％減）、営業貸付金は3,604

億７千万円（前連結会計年度比17.9％増）、合計では3,961億２千８百万円（前連結会計年度比12.2％増）となりました。

営業収益につきましては、621億２千６百万円（前連結会計年度比13.7％増）となりました。営業利益は180億５千４百万

円（前連結会計年度比25.3％増）となりました。

② 不動産事業

　 不動産事業につきましては、事業の中心となる㈱イーマックスが㈱ウチダハウスを吸収合併し、仙台支店を開設する

など、首都圏以外の地域についても中古住宅販売を中心とする営業活動を積極的に行いました。

　 この結果、売上高は120億４千９百万円（前連結会計年度比12.8％増）、営業利益13億３千４百万円（前連結会計年

度比32.6％増）となりました。

③ スポーツ用品等製造販売事業

　 スポーツ用品等製造販売事業につきましては、マルマン㈱において平成17年４月に発売したゴルフ用品「エクシム

NANO２」シリーズの販売が好調で、また、健康食品部門においても平成17年２月に発売したコエンザイムＱ１０を配し

た栄養機能食品「α－リポ酸＆ＣoQ１０」の販売が堅調であり、安定的な成長路線で推移いたしました。

　 なお、同社は、平成17年７月21日に大阪証券取引所ヘラクレスに上場いたしました。

　 この結果、売上高は、82億１千１百万円（前連結会計年度比16.6％増）、営業利益９億７百万円（前連結会計年度比

33.4％増）となりました。

④ その他の事業

　 その他の事業につきましては、パソコン関連製品販売の㈱Ｔ・ＺＯＮＥ　ＤＩＹとシステム開発の㈱ストラテジィが平成16

年10月に合併して㈱Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィとなり、サポート体制の充実を図りました。

　 この結果、売上高は、連結子会社の売却のため35億７千７百万円（前連結会計年度比33.1％減）となりましたが、営

業利益は５億２千２百万円（前連結会計年度比75.9％増）と大幅な増益となりました。
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２．次期の見通し

　 今後の見通しにつきましては、景気は緩やかな回復傾向を維持するものと思われますが、原油価格の高騰、ハリケ

ーン被害による米国経済への影響等引き続き不透明な状況が続く見通しであります。当社グループにつきましても、各

事業を取り巻く環境は依然楽観を許さない状況が続くものと予想しております。

　 次期の連結業績の見通しにつきましては、積極的な営業活動を通じ、営業収益950億円、経常利益245億円、当期

純利益135億円を見込んでおります。

３．財政状態

　 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ、133億９百万

円減少し、451億７千９百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　 当連結会計年度における営業活動による資金の減少は396億９千３百万円（前連結会計年度は288億１百万円

の減少）となりました。これは、主に営業貸付金及び営業投資有価証券の増加及び商業手形の減少によるもので

あります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　 当連結会計年度における投資活動による資金の減少は67億２千４百万円（前連結会計年度は49億２千２百万円

の減少）となりました。これは、主に投資有価証券の増加によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　 当連結会計年度における財務活動による資金の増加は331億８百万円（前連結会計年度は489億２千７百万円

の増加）となりました。これは、主に長期借入によるものであります。
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連結財務諸表
連結貸借対照表

（単位：百万円）
期　　別

科　　目
（資産の部） ％ ％ ％
Ⅰ 流動資産 （ ） （ ） （ ）
１． 現金及び預金
２． 商業手形
３． 受取手形及び売掛金
４． 営業貸付金
５． 営業投資有価証券
６． 有価証券
７． たな卸資産
８． 繰延税金資産
９． 預け金
１０． その他
１１． 貸倒引当金
Ⅱ 固定資産 （ ） （ ） （ ）
１． 有形固定資産 ( ) ( ) ( )
（1）建物及び構築物
（2）機械装置及び運搬具

（3）什器及び備品
（4）土地
２． 無形固定資産 ( ) ( ) ( )
３． 投資その他の資産 ( ) ( ) ( )
（1）投資有価証券
（2）繰延税金資産
（3）その他
（4）貸倒引当金
資産合計
（負債の部）
Ⅰ 流動負債 ( ) ( ) ( )
１． 支払手形及び買掛金
２． 短期借入金
３． １年以内返済予定の長期借入金

４． 未払法人税等
５． 繰延税金負債
６． 賞与引当金
７． その他
Ⅱ 固定負債 ( ) ( ) ( )
１． 社債
２． 長期借入金
３． 退職給付引当金
４． 製品保証引当金
５． 連結調整勘定
６． その他
負債合計
（少数株主持分）
少数株主持分
（資本の部）
Ⅰ 資本金
Ⅱ 資本剰余金
Ⅲ 利益剰余金
Ⅳ その他有価証券評価差額金

Ⅴ 自己株式
資本合計
負債、少数株主持分及び資本合計

96.4

△ 161

12.250,726

966

△ 11,618

54,716

△ 7,248

92.8

△ 750

△ 5,999
20,304

－

△ 47

167.5

－

4,656

△ 174

△ 381
△ 18

77.1

7

△ 84

増減率

52,629

650

金　　額

－

12.2
3.9
235.8

12.6

△ 14.5

52,629

22.4

12.11,902

△ 1,886

当連結会計年度末
（マイナスは△）
比較増減

△ 205

12.2
△ 105

△ 8.1
2,459

△ 273
△ 96

16,241
14,579
5,874
2,397

20,000

2,249

1,245
1,981

580
18
404

4,921

8,115

4,146

235,476

1,183

20,600

7

144,294

79,149

75

1,209
192,406

（平成17年７月31日現在）

3.6

10,039

△ 38,899
4,815

3,001
10,332

17,687
△ 39,649

13,014

96.3

33,318

3.7

（平成16年７月31日現在）

305,754

15,784

2,347

構成比

52,560
47,276

11,298

360,470

466,970

2,954

2,998
35,658
45,312

9,954
1

705

△ 443

2.8

34

821

484,658 100.0

9.5
2,256

9.8
△ 600

△ 12

593
16,346

19.0

100.0484,658

△ 2,273

2.3

△ 0.5

79,047
16.3

0.52,281
86,465

79,149

11,092

7,172

△ 19
16,939161,233

5

37.7

109

1,612
△ 21

2,230

47.2
1,139

2.6

6.0

100.0

228,895

182,618

55

156

13,455

38.5

46,27626,134

432,028

6,001

416,244

0.3

1.0

18.3

44.5

18.3

3,643

166,272

27

46

79,047

47

4,328

100.0

76,773 17.8

54.5
△ 0.2

10,002
△ 338

8,508
1,434

911

10,996
421

2,156

2,631

1,519

5,078

7,406

784

17.9
16.3

50.5
△ 677

432,028
244,670

△ 1,596
9,193

6,946

1,098
9,692

△ 70
36,488

20,142

－

7,733

0.5

0.4

前連結会計年度末

金　　額

500

0.6

0.4

構成比金　　額

4,654

11
599



連結損益計算書
（単位：百万円）

期　　別

科　　目
％ ％ ％

Ⅰ 営業収益 （ ） （ ） （ ）

１． 受取割引料

２． 貸付金利息

３． 受取手数料

４． 売上高

５． その他の営業収益

Ⅱ 営業費用 （ ） （ ） （ ）

１． 借入金利息

２． 売上原価

３． その他の営業費用

営業総利益

Ⅲ 販売費及び一般管理費

営業利益

Ⅳ 営業外収益 （ ） （ ） （ ）

１． 受取利息

２． 受取配当金

３． 受取家賃

４． 雑収入

Ⅴ 営業外費用 （ ） （ ） （ ）

１． 支払利息

２． 新株発行費

３． 社債発行費

４． 雑損失

経常利益

Ⅵ 特別利益 （ ） （ ） （ ）

１． 投資有価証券売却益

２． 関係会社株式売却益

３． 前期損益修正益

４． 固定資産売却益

５． 匿名組合投資利益

Ⅶ 特別損失 （ ） （ ） （ ）

１． 固定資産処分損

２． 関係会社株式売却損

３． 投資有価証券評価損

４． 関係会社株式評価損

５． 貸倒損失

６． 債権流動化プログラム

変更に伴う解約損

税金等調整前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

少数株主利益

当期純利益 4,274

7,839 51.2

51.4

201.1

26.7

△ 140.2

168

28.3

111

36

－

750

223

413

141

2

0.9

15,912

18.7

660

39

27.0

△ 6

386

△ 168

△ 0

△ 793

△ 36

454

1,328

1,781

△ 61.1

765

6,804

△ 430

△ 375

679

8,428

704

355.3

6.5

23.8

184

96 △ 5

55

72.1

48.3

0.6

0.6

23.6

4.0

20,263

492

233

74

－

3,058

59

3,419

－

5211.7

298

2

－

200

1,340

0.4

1,515

24,086

41,521

61,96355,159

77,704

1,890

22,545

3,223

39,223

比較増減
（マイナスは△）

24,002

0.4

当連結会計年度
自　平成16年８月 １日

12.3

11

5.9

20.5

128

8,321

8.6

19.715,322

8

－

133

32

82

△ 324

6,665

793

－

10.7

0.8

△ 0.4 0.2

9.8

14.712,595

130

1,988 2.3

27.9

314

20,441

134

386

－

23,161

－

8,446

3,989

1,769

18,242

155

133

15,935

264

102

28

23,382

18,231

4,871

金　　額

1,090

287

自　平成15年８月 １日

0

3,058

4,506

4,351

△ 39

5

204

54

△ 4

△ 223

49

100.0

50.5

0.4

20.5

71.0

29.0

222

47,337

百分比

100.0

55,766

4,441

至　平成17年７月31日

34

△ 114

△ 819

△ 200

△ 51

85,965

百分比 金　　額

前連結会計年度

至　平成16年７月31日

2,668

70.9

41

27.3

102

99

△ 66

1,456

8,261

増減率

10.6

金　　額

2,298



連結剰余金計算書
（単位：百万円）

期　　別

科　　目
（資本剰余金の部）
Ⅰ 資本剰余金期首残高
Ⅱ 資本剰余金増加高
１． 自己株式処分差益
Ⅲ 資本剰余金期末残高

（利益剰余金の部）
Ⅰ 利益剰余金期首残高
Ⅱ 利益剰余金増加高
１． 当期純利益
２． 連結子会社の持分変動に
伴う利益剰余金の増加高

Ⅲ 利益剰余金減少高
１． 配当金
２． 新規連結子会社の増加に
　伴う利益剰余金の減少高

３． 連結子会社の除外による
　利益剰余金の減少高

４． 連結子会社の持分変動に
伴う利益剰余金の減少高

Ⅳ 利益剰余金期末残高 76,773

9

－

86,465

6,739

9

611

－

1

76,773

78,981

前連結会計年度

金　　額 金　　額

29

至　平成16年７月31日

79,047

9,031

70,033

6002,291

－

3,563△ 710

3

2,903 600

△ 1

2,261

65

710

8,321

38

当連結会計年度

△ 65

比較増減
（マイナスは△）

金　　額

65

△ 65

12,595

2,264

79,047

4,274

12,595－

至　平成17年７月31日

79,047

－ －65

自　平成16年８月 １日自　平成15年８月 １日

9,692



連結キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円）

期　　別

科　　目
Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益
減価償却費
連結調整勘定償却額
貸倒引当金の増加額
退職給付引当金の減少額 △ △
受取利息及び受取配当金 △ △
投資有価証券評価損
関係会社株式売却損
固定資産売却益 △ △
固定資産処分損
匿名組合投資利益 △ △
商業手形の増減額 △
営業貸付金の増加額 △ △
営業投資有価証券の増加額 △ △
預け金の増加額 △ △
たな卸資産の減少額
その他
 小            計 △ △
利息及び配当金の受取額
利息の支払額 △ △
法人税等の支払額 △ △
営業活動によるキャッシュ・フロー △ △

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー
定期預金の預入による支出 △
定期預金の払戻しによる収入
有形固定資産の取得による支出 △ △
有形固定資産の売却による収入
無形固定資産の取得による支出 △ △
無形固定資産の売却による収入
投資有価証券の取得による支出 △
投資有価証券の売却による収入
関係会社株式の取得による支出 △ △
関係会社株式の売却による収入
特定金銭信託の取得による支出 △
出資金の支出 △ △
連結範囲の変更を伴う子会社株式の売却による支出 △
その他 △
投資活動によるキャッシュ・フロー △ △

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入による収入
短期借入金の返済による支出 △ △
長期借入による収入
長期借入金の返済による支出 △ △
社債の発行による収入
少数株主からの払込みによる収入
自己株式の売却による収入
自己株式の取得による支出 △ △
配当金の支払額 △ △
少数株主への配当金の支払額 △
財務活動によるキャッシュ・フロー
Ⅳ．現金及び現金同等物の増減額 △
Ⅴ．現金及び現金同等物の期首残高
Ⅵ．新規連結子会社の現金及び現金同等物期首残高
Ⅶ．現金及び現金同等物の期末残高

23,161
851

－

39,693

33,497

230
7

－

174

151

前連結会計年度

1,233

至　平成16年７月31日

856

金　　額

－

15,322

19

11

59

103

200
168

0

2,291

4,930
12,432

－

134141

8,091

173

－

236

80

1,170

45,179

10

58,488

－

8,397

87

111

54,836
11,513

6,174

金　　額

77
781

5,022

2

20,441

592

105,765

15,203

当連結会計年度
自　平成15年８月 １日

60

10,225

28,801

304

20,411
368

2,865

48,927

58,48843,004

－

0
314

1,596

0
2,265

－

5
180

518

193

－
257

503

36
1,541

90
1,068

543
456

－

－

4,922

1,744

1,758

11,983
7,689

81,210

13,309

280

22,020

0

2,255

33,108

至　平成17年７月31日

－

25,097

13,191

53,667

6,724

115

5,961

153

－

2

自　平成16年８月 １日



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

期　　別

項　　目
１． 連結の範囲に関する事
項
(1) 連結子会社 連結子会社 12社 連結子会社 11社

主要な連結子会社 主要な連結子会社
㈱Ｔ・ＺＯＮＥホールディングス ㈱Ｔ・ＺＯＮＥホールディングス
㈱マイダスキャピタル ㈱マイダスキャピタル
㈱メサイア・インベストメント ㈱メサイア・インベストメント
㈱Ｔ・ＺＯＮＥキャピタル ㈱ヴィーナスファンド・ホールディ
㈱ジャスティス債権回収 ングス
㈱イーマックス ㈱Ｔ・ＺＯＮＥキャピタル
㈱ウチダハウス ㈱ジャスティス債権回収
㈱アドバンテージ ㈱イーマックス
日本アプレイザー㈱ ㈱アドバンテージ
マルマン㈱ 日本アプレイザー㈱
㈱Ｔ・ＺＯＮＥ　ＤＩＹ マルマン㈱
㈱ストラテジィ ㈱Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィ

㈱ジャスティス債権回収及び㈱Ｔ・ＺＯＮ ㈱ヴィーナスファンド・ホールディングス
Ｅキャピタルは、企業集団の財政状態 は、企業集団の財政状態及び経営成績
及び経営成績をより充実させるため、当 をより充実させるため、当連結会計年度
連結会計年度より連結の範囲に含めて より連結の範囲に含めております。
おります。 なお、㈱ウチダハウスは、当連結会計
また、㈱ティー・ゾーンは、当連結会計 年度に㈱イーマックスに合併されてお
年度に㈱Ｔ・ＺＯＮＥホールディングスに ります。
社名変更するとともに会社分割を行い、 また、㈱Ｔ・ＺＯＮＥ　ＤＩＹと㈱ストラテジィ
パソコン関連製品販売事業は㈱Ｔ・ＺＯ は当連結会計年度に合併し、㈱Ｔ・ＺＯ
ＮＥ　ＤＩＹに事業承継しております。 ＮＥストラテジィとなっております。
なお、㈱エス・ブイ・アイ及び㈱ジェイ・
ノードは株式の売却により子会社に該
当しなくなったため、当連結会計年度よ
り連結範囲より除外しております。

(2) 非連結子会社 ①非連結子会社 ①非連結子会社
主要な非連結子会社 主要な非連結子会社
㈱タクティクス ㈱バックオフィスサービス
Ｔ・ＺＯＮＥ　ＶＩファンド投資事業組合 Ｔ・ＺＯＮＥ　ＶＩファンド投資事業組合
②非連結子会社について連結範囲から除 ②非連結子会社について連結範囲から除
　いた理由 　いた理由
非連結子会社は､いずれも小規模会社
であり、合計の総資産、営業損益、連結
純損益（持分に見合う額）及び利益剰余
金（持分に見合う額）等はいずれも連結
財務諸表に重要な影響を及ぼしていな
いためであります。

２． 持分法の適用に関する ①持分法適用関連会社 １社 ①持分法適用関連会社 ３社
事項 ビオフェルミン製薬㈱ ビオフェルミン製薬㈱

佐藤食品工業㈱
理研ビタミン㈱

②主要な持分法を適用していない非連結子 ②主要な持分法を適用していない非連結子
　 会社 　 会社
㈱タクティクス ㈱バックオフィスサービス
Ｔ・ＺＯＮＥ　ＶＩファンド投資事業組合 Ｔ・ＺＯＮＥ　ＶＩファンド投資事業組合
③持分法非適用会社について連結範囲か ③持分法非適用会社について連結範囲か
　 ら除いた理由 　 ら除いた理由
持分法を適用していない非連結子会社 持分法を適用していない非連結子会社
等７社及び関連会社１社は、それぞれ 等10社及び関連会社１社は、それぞれ
連結純損益（持分に見合う額）及び利益 連結純損益（持分に見合う額）及び利益
剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影 剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影
響が軽微であり、かつ、全体としても重 響が軽微であり、かつ、全体としても重
要性がないため、持分法の適用範囲か 要性がないため、持分法の適用範囲か
ら除外しております。 ら除外しております。

至　平成16年７月31日
自　平成16年８月 １日

前連結会計年度
自　平成15年８月 １日

至　平成17年７月31日
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同左

当連結会計年度



期　　別

項　　目
３． 連結子会社の事業年度連結子会社の決算日は、以下の会社を除き 連結子会社の決算日は、以下の会社を除き
等に関する事項 連結決算日と一致しております。 連結決算日と一致しております。

３月31日 ㈱Ｔ・ＺＯＮＥホールディングス ３月31日 ㈱Ｔ・ＺＯＮＥホールディングス
㈱Ｔ・ＺＯＮＥ　ＤＩＹ ㈱Ｔ・ＺＯＮＥキャピタル
㈱Ｔ・ＺＯＮＥキャピタル ㈱Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィ
㈱ストラテジィ 日本アプレイザー㈱
日本アプレイザー㈱ ９月30日 マルマン㈱

９月30日 マルマン㈱ 11月30日 ㈱アドバンテージ
11月30日 ㈱アドバンテージ 12月31日 ㈱ヴィーナスファンド・ホール

ディングス
連結決算日との差異が３ヶ月を超える子会 連結決算日との差異が３ヶ月を超える子会
社については、連結財務諸表の基礎となる 社については、連結財務諸表の基礎となる
財務諸表を作成するため必要とされる仮決 財務諸表を作成するため必要とされる仮決
算を行っております。 算を行っております。
㈱Ｔ・ＺＯＮＥホールディングス、㈱Ｔ・ＺＯＮＥ ㈱Ｔ・ＺＯＮＥホールディングス、㈱Ｔ・ＺＯＮＥ
ＤＩＹ、㈱Ｔ・ＺＯＮＥキャピタル、㈱ストラテ キャピタル、㈱Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィ、日本
ジィ、日本アプレイザー㈱及びマルマン㈱ アプレイザー㈱及びマルマン㈱については
については６月30日を仮決算日としており、 ６月30日、㈱アドバンテージについては５月
㈱アドバンテージについては５月31日を仮 31日、㈱ヴィーナスファンド・ホールディング
決算日としております。また、連結決算日と スについては７月31日を仮決算日としており
上記の仮決算日との間に生じた重要な取引 ます。また、連結決算日と上記の仮決算日
については連結上必要な調整を行っており との間に生じた重要な取引については連結
ます。 上必要な調整を行っております。

４． 会計処理基準に関する
事項
(1) 重要な資産の評価基準 ①有価証券 ①有価証券
及び評価方法 　　その他有価証券（営業投資有価証券を 　　その他有価証券（営業投資有価証券を

　　含む） 　　含む）
時価のあるもの 時価のあるもの
 　期末日の市場価格等に基づく時価法
 　によっております。（評価差額は全部
 　資本直入法により処理し、売却原価
 　は移動平均法により算定しておりま
　 す）
時価のないもの 時価のないもの
 　移動平均法による原価法によってお
 　ります。
②たな卸資産 ②たな卸資産
主として個別法による原価法によってお
ります。
③デリバティブ ③デリバティブ
時価法によっております。

(2) 重要な減価償却資産の ①有形固定資産 ①有形固定資産
減価償却の方法 定率法によっております。但し、平成10

年４月１日以後取得した建物（建物附属
設備を除く）については、定額法によっ
ております。
なお、耐用年数及び残存価額について
は、法人税法と同一の基準によってお
ります。
②無形固定資産（ソフトウェア） ②無形固定資産（ソフトウェア）
自社利用のソフトウェアについては、社
内における利用可能期間（５年）に基づ
く定額法によっております。

(3) 重要な引当金の計上基 ①貸倒引当金 ①貸倒引当金
準 貸金等の貸倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については
個別に回収可能性を検討し、回収不能
見込額を計上しております。
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同左

至　平成16年７月31日

同左

同左

自　平成15年８月 １日
前連結会計年度

至　平成17年７月31日

同左

同左

同左

当連結会計年度
自　平成16年８月 １日

同左



期　　別

項　　目
②賞与引当金 ②賞与引当金
従業員に対する賞与支給に充てるた 一部の連結子会社については、従業員
め、将来の支給見込み額のうち、当連 に対する賞与支給に充てるため、将来
結会計年度の負担額を計上しておりま の支給見込み額のうち、当連結会計年
す。 度の負担額を計上しております。
③退職給付引当金 ③退職給付引当金
従業員（平成14年７月31日現在の退職
金支給対象者）の退職給付に備えるた
め、当連結会計年度末における退職給
付債務の見込額を計上しております。

(4) 重要なリース取引の処 リース物件の所有権が借主に移転すると認
理方法 められるもの以外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方
法に準じた会計処理によっております。

(5) 重要なヘッジ会計の方 ①ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法
法 繰延ヘッジ処理によっております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段
　金利スワップ取引・金利スワップショ
　ン取引
ヘッジ対象
　変動金利建ての借入金
③ヘッジ方針 ③ヘッジ方針
当社の内規に基づき、金利変動リスク
を回避する目的でヘッジを行っておりま
す。
④ヘッジ有効性評価の方法 ④ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ手段とヘッジ対象については、キ
ャッシュフローの変動の累計を比較する
方法によっております。

(6) その他連結財務諸表作 ①営業収益の計上基準 ①営業収益の計上基準
成のための重要な事項 営業収益のうち、顧客より受領した割引

料及び利息は、時の経過に応じて収益
を計上しております。
②消費税等の会計処理 ②消費税等の会計処理
消費税等については、税抜方式によっ
ております。
③連結納税制度の適用 ③連結納税制度の適用
一部の連結子会社については、連結
納税制度を適用しております。

５． 連結子会社の資産及び全面時価評価法によっております。
負債の評価に関する事
項
６． 連結調整勘定の償却に 連結調整勘定の償却については、５年間で
関する事項 償却しておりますが、発生額が少額の場合

には一時償却しております。
７． 利益処分項目等の取扱連結剰余金計算書は、連結会社の利益処
いに関する事項 分について、連結会計年度中に確定した利

益処分に基づいて作成しております。
８． 連結キャッシュ・フロー 連結キャッシュ・フロー計算書における資金
計算書における資金の の範囲は、手許現金、随時引き出し可能な
範囲 預金及び容易に換金可能であり、かつ価値

の変動について僅少なリスクしか負わない
取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来す
る短期投資からなっております。

同左

同左

同左

至　平成17年７月31日

同左

自　平成16年８月 １日

同左

同左

至　平成16年７月31日

前連結会計年度
自　平成15年８月 １日

同左
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同左

同左

同左

同左

当連結会計年度

同左

同左



表示方法の変更

｢証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法律
第97号）が平成16年６月９日に公布され、平成16年12月
１日より適用となること及び「金融商品会計に関する実
務指針」（会計制度委員会報告第14号）が平成17年２月
15日付で改正されたことに伴い、当連結会計年度から投
資事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資
（証券取引法第２条第２項により有価証券とみなされるも
の）を有価証券として表示する方法に変更いたしました。
なお、当連結会計年度の「投資有価証券」に含まれる当
該出資の額は4,658百万円であり、前連結会計年度の投
資その他の資産「その他」に含まれている当該出資の額
は1,760百万円であります。

追加情報

（外形標準課税）
「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第
９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１
日以降開始する事業年度より外形標準課税制度が導入
されたことに伴い、当連結会計年度から「法人事業税に
おける外形標準課税部分の損益計算書上の表示につ
いての実務上の取扱い」（平成16年２月13日　企業会計
基準委員会実務対応報告第12号）に基づき、法人事業
税の付加価値割及び資本割については、販売費及び一
般管理費に計上しております。
この結果、販売費及び一般管理費が472百万円増加し、
営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益が
同額減少しております。

至　平成17年７月31日

前連結会計年度 当連結会計年度

（平成16年７月31日現在）
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前連結会計年度

至　平成16年７月31日
自　平成15年８月 １日 自　平成16年８月 １日

（平成17年７月31日現在）
当連結会計年度



注記事項
（連結貸借対照表関係）

１．有形固定資産の減価償却累計額 百万円 １．有形固定資産の減価償却累計額 百万円

２．担保提供資産 ２．担保提供資産
短期借入金5,217百万円、１年以内返済予定の長期 短期借入金10,517百万円、１年以内返済予定の長
借入金145百万円、長期借入金131,703百万円の債 期借入金6,725百万円、長期借入金147,969百万円
務に対する担保差入状況は下記のとおりでありま の債務に対する担保差入状況は下記のとおりであり
す。 ます。
担保差入資産科目 担保差入資産科目
預金 百万円 預金 百万円
商業手形 商業手形
営業投資有価証券 営業投資有価証券
営業貸付金 営業貸付金
たな卸資産 たな卸資産
建物及び構築物 建物及び構築物
土地 土地
計 計

なお、営業貸付金22,823百万円について、債権譲渡 なお、営業貸付金27,552百万円について、債権譲渡
予約契約を締結しております。これに対応する債務 予約契約を締結しております。これに対応する債務
は、短期借入金5,400百万円、１年以内返済予定の は、短期借入金4,100百万円、１年以内返済予定の
長期借入金6,776百万円、長期借入金9,972百万円、 長期借入金6,350百万円、長期借入金13,034百万円、
合計22,148百万円であります。 合計23,484百万円であります。
また、営業債権の流動化として商業手形及び営業 また、営業債権の流動化として商業手形及び営業
貸付金の流動化を行っており、いずれも譲渡担保付 貸付金の流動化を行っており、いずれも譲渡担保付
借入として会計処理しております。これらの流動化 借入として会計処理しております。これらの流動化
における営業債権が商業手形の残高に28,720百万 における営業債権が商業手形の残高に24,757百万
円、営業貸付金の残高に148,706百万円含まれてお 円、営業貸付金の残高に193,394百万円含まれてお
ります。さらに、これらの営業債権の流動化に関連 ります。さらに、これらの営業債権の流動化に関連
した「預け金」は10,332百万円であり、また、投資そ した「預け金」は11,298百万円であり、また、投資そ
の他の資産「その他」に2,180百万円が留保されてお の他の資産「その他」に2,410百万円が留保されてお
ります。 ります。

３．非連結子会社等及び関連会社に対するものは次の ３．非連結子会社等及び関連会社に対するものは次の
　　とおりであります。 　　とおりであります。
営業投資有価証券（株式） 百万円 営業投資有価証券（株式） 百万円
投資有価証券（株式） 百万円 投資有価証券 百万円
その他（出資金） 百万円 （株式及びその他の有価証券）

４．期末日満期手形の処理 ４．期末日満期手形の処理
当連結会計年度末日は金融機関の休日でしたが、 当連結会計年度末日は金融機関の休日でしたが、
満期日に決済が行われたものとして処理しておりま 満期日に決済が行われたものとして処理しておりま
す。 す。

当連結会計年度末日満期手形は次の通りでありま 当連結会計年度末日満期手形は次の通りでありま
す。 す。
商業手形 百万円 商業手形 百万円

５．発行済株式総数は普通株式11,370,800株でありま ５．発行済株式総数は普通株式11,370,800株でありま
　　す。 　　す。
６．自己株式数は普通株式47,560株であります。 ６．自己株式数は普通株式110,387株であります。

（平成16年７月31日現在） （平成17年７月31日現在）

4,262

22,737

27,239
287

3,861

金額

154,307

60
金額

当連結会計年度末

3,135

31,882
9,813

759 348
242,538

856

前連結会計年度末

113

4,803

1,760

15

4,169

286

194,922

4,780
200,062

4,762

957

234



（連結損益計算書関係）

１．前期損益修正益の内訳 １．前期損益修正益の内訳
主として償却債権取立益であります。 主として償却債権取立益であります。
２．固定資産売却益の内訳 ２．固定資産売却益の内訳
什器及び備品 百万円 什器及び備品 百万円
土地 機械装置及び運搬具

土地
３．固定資産処分損の内訳 ３．固定資産処分損の内訳
固定資産売却損 百万円 固定資産売却損 百万円
機械装置及び運搬具 機械装置及び運搬具
土地 土地
投資その他の資産（会員権） 4 無形固定資産（電話加入権） 0
固定資産除却損 百万円 固定資産除却損 百万円
建物及び構築物 建物及び構築物
什器及び備品 機械装置及び運搬具
無形固定資産（ソフトウェア） 什器及び備品
無形固定資産（商標権） 無形固定資産（ソフトウェア）
投資その他の資産（その他） 無形固定資産（商標権・特許権） 7
解体・撤去費用 投資その他の資産（その他）

解体・撤去費用

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表 １．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表
　　に掲記されている金額との関係 　　に掲記されている金額との関係
現金及び預金勘定 百万円 現金及び預金勘定 百万円
預入期間が３ヶ月を 預入期間が３ヶ月を
　超える定期預金 　超える定期預金
有価証券勘定 百万円 有価証券勘定 百万円
現金及び現金同等物 百万円 現金及び現金同等物 百万円

２．重要な非資金取引の内容 ２．重要な非資金取引の内容
前連結会計年度において非連結子会社であった㈱ 前連結会計年度において非連結子会社であった㈱
ジャスティス債権回収及び㈱Ｔ・ＺＯＮＥキャピタルは ヴィーナスファンド・ホールディングスは重要性が増
重要性が増したため、当連結会計年度から新たに したため、当連結会計年度から新たに連結すること
連結することといたしました。連結開始時点での資 といたしました。連結開始時点での資産及び負債の
産及び負債の明細は次のとおりであります。 明細は次のとおりであります。
㈱ジャスティス債権回収 ㈱ヴィーナスファンド・ホールディングス
流動資産 百万円 流動資産 百万円
固定資産 百万円 固定資産 百万円
資産合計 百万円 資産合計 百万円
流動負債 百万円 流動負債 百万円
固定負債 百万円 固定負債 百万円
負債合計 百万円 負債合計 百万円
㈱Ｔ・ＺＯＮＥキャピタル
流動資産 百万円
固定資産 百万円
資産合計 百万円
流動負債 百万円
固定負債 百万円
負債合計 百万円

16

－

500

0

45,312

△ 134

至　平成17年７月31日

45,179

自　平成16年８月 １日

至　平成17年７月31日

△ 73

0

△ 8

前連結会計年度

1

1

当連結会計年度

3

5

3 33
41

111

自　平成16年８月 １日

25

百万円

47

百万円

2 0

500
2

△ 511△ 5
－ △ 503

－
－

10

0

至　平成16年７月31日

33
135

0

自　平成15年８月 １日

9
10

476
△ 5

－
10

自　平成15年８月 １日
至　平成16年７月31日

0

30

6,001

473

52,560

58,488

0

1

前連結会計年度

21

23

当連結会計年度

0



３．当連結会計年度に株式の売却により連結子会社で ３．
　　なくなった会社の資産及び負債の主な内訳
株式の売却により㈱エス・ブイ・アイ及び㈱ジェイ・
ノードが連結子会社でなくなったことに伴う売却時の
資産及び負債の内訳並びに㈱エス・ブイ・アイ及び
㈱ジェイ・ノードの売却価額と売却による支出は次の
とおりであります。
㈱エス・ブイ・アイ
流動資産 百万円
固定資産 百万円
流動負債 百万円
固定負債 百万円
少数株主持分 百万円
株式売却損 百万円
㈱エス・ブイ・アイ株式の売却価額 百万円
㈱エス・ブイ・アイの現金及び現金

同等物

差引：売却による支出 百万円
㈱ジェイ・ノード
流動資産 百万円
固定資産 百万円
流動負債 百万円
固定負債 百万円
少数株主持分 百万円
株式売却益 百万円
㈱ジェイ・ノード株式の売却価額 百万円
㈱ジェイ・ノードの現金及び現金

同等物

差引：売却による支出 百万円

至　平成17年７月31日
自　平成15年８月 １日

当連結会計年度

百万円

0

－

0

自　平成16年８月 １日

1,550

47

869
△ 1,931

47

146

536

百万円

9

△ 287
△ 200

前連結会計年度

至　平成16年７月31日

△ 2

0
127

17

146

△ 671



（セグメント情報）

１．事業の種類別セグメント情報

当連結会計年度 （自　平成16年８月１日　至　平成17年７月31日）
（単位：百万円）

Ⅰ．売上高及び営業損益
 売上高
 （1）外部顧客に対する売上高
 （2）セグメント間の内部売上高
       又は振替高

計 （ ）
 営業費用 （ ）
 営業利益 （ ）
Ⅱ．資産、減価償却費及び
　　 資本的支出
資産 （ ）
減価償却費
資本的支出
（注） （1）事業区分の方法

事業の種類・性質及び営業取引の類似性を考慮して区分したものであります。
（2）各事業区分の主な内容
①金融・投資事業・・・・・・・・・・・・・・・ 融資事業、投資、債権回収代行等
②不動産事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 不動産売買・仲介・管理事業等
③スポーツ用品等製造販売事業・・・ ゴルフ用品製造販売等
④その他事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・パソコン関連製品販売、システム開発等

前連結会計年度 （自　平成15年８月１日　至　平成16年７月31日）
（単位：百万円）

Ⅰ．売上高及び営業損益
 売上高
 （1）外部顧客に対する売上高
 （2）セグメント間の内部売上高
       又は振替高

計 （ ）
 営業費用 （ ）
 営業利益 （ ）
Ⅱ．資産、減価償却費及び
　　 資本的支出
資産 （ ）
減価償却費
資本的支出
（注） （1）事業区分の方法

事業の種類・性質及び営業取引の類似性を考慮して区分したものであります。
（2）各事業区分の主な内容
①金融・投資事業・・・・・・・・・・・・・・・ 融資事業、投資、債権回収代行等
②不動産事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 不動産売買・仲介・管理事業等
③スポーツ用品等製造販売事業・・・ ゴルフ用品製造販売等
④その他事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・パソコン関連製品販売、システム開発等
（3）事業者向金融業につきましては、連結対象会社の拡大に伴い、当連結会計年度よりセグメントの名称を
 　 金融・投資事業に変更しております。

２．所在地別セグメント情報
　 前連結会計年度及び当連結会計年度において、当社及び連結子会社は、本邦以外の国又は地域に所在
する連結子会社及び在外支店がありませんので、その記載を省略しております。

３．海外売上高
　 前連結会計年度及び当連結会計年度において、海外売上高は連結売上高の10％未満であるため、その記
載を省略しております。
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6,361 8,331

484,658

377
65,5243,477

－

3,854

20,819 20,441

85,965

3,854

432,028

－

492,846

消去又は全社

85,965

（ ）

975

15,935
61,769
77,704

77,704

連結消去又は全社

3,302

851
8,188

－）

－
－
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－
14,104

3,760

81,464

－ （

金融・投資事業
スポーツ用品等
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40,620
3,7608,628
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55,029
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975

16,393
65,071

7,042

3,282

5,346
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54,631
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907

6,433

2,613
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3,577

8,212

製造販売事業

スポーツ用品等
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計

1,005

12,938
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3,760

9,758

1,324

10,764

446,133

1,4251,325
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1,425 －3

62,624 12,157

855

51

7,042
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11

8,211

0

12,049
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10,823
1,334

6,303

851

497

62,126

7,30444,570

474,091

18,054

10,241
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その他事業

製造販売事業

89

計

不動産事業

18

その他事業

85,965

3,248

89,820
69,001

522

6,826

3,854

2,079

金融・投資事業

10,684

不動産事業 連結



（リース取引関係）

ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため、記載を省略しております。

（関連当事者との取引）
１．役員及び個人主要株主等

（注） 取引条件ないし取引条件の決定方針
１．上記取引金額には、消費税等を含んでおりません。
２．当社役員菊池渡が議決権の80％を所有しております。なお、価格等は、一般の取引条件と同様に決定しております。

（税効果会計関係）

1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別内訳 1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別内訳

繰延税金資産 繰延税金資産
貸倒損失否認額 百万円 貸倒損失否認額 百万円
未収利息 未収利息
未払事業税 未払事業税
固定資産評価損損金不算入額 固定資産評価損損金不算入額
有価証券評価損損金算入否認 子会社における繰越欠損金
子会社における繰越欠損金 その他
その他 繰延税金資産小計
繰延税金資産小計 評価性引当額
評価性引当額 繰延税金資産合計
繰延税金資産合計 繰延税金負債
繰延税金負債 その他有価証券評価差額金 百万円
その他有価証券評価差額金 百万円 繰延税金負債合計
その他 繰延税金資産（負債）の純額
繰延税金負債合計
繰延税金資産（負債）の純額

繰延税金資産（負債）の純額は、連結貸借対照表の 繰延税金資産（負債）の純額は、連結貸借対照表の
以下の項目に含まれております。 以下の項目に含まれております。
流動資産－繰延税金資産 百万円 流動資産－繰延税金資産 百万円
固定資産－繰延税金資産 固定資産－繰延税金資産
流動負債－繰延税金負債 流動負債－繰延税金負債
固定負債－繰延税金負債 固定負債－繰延税金負債

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負 ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負
　　担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 　　担率との差異の原因となった主な項目別の内訳
法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負
担率との間の差異が、法定実効税率の100分の５以 法定実効税率 ％
下であるため記載を省略しております。 （調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目

同族会社の留保金課税
住民税均等割
評価性引当額の影響
その他

税効果会計適用後の法人税等の負担率

△ 2,397

△ 1,567
3,659

2,954

－

△ 6.8

3,198

0.1

3,001

－

当連結会計年度

130

5,227

業務委託料の
支払　（注２）

20 －

△ 598

456
944

1,262

1,097

527

事業の

705

（平成16年７月31日）

△ 9,988

229

属性

品川区

13,906
746
10,141

会社等の名称

1,074

役員及びその近
親者が議決権の
過半数を所有して
いる会社等

㈱フルハウス

は職業

東京都

2.8

取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

の関係兼任等

資本金又
は出資金
（百万円）

－

911
△ 784

1,058

△ 786

19

内容又 所有（被所有）

3,127

3,918

△ 4
△ 790

割合

130

住所

37.0

0.4

0.0

10 ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ － 兼任１名

40.5

議決権等の 関係内容

取引の内容役員の 事業上

－

（平成17年７月31日）
前連結会計年度

△ 2,397

△ 2,397



（有価証券関係）
１．その他有価証券で時価のあるもの

（単位：百万円）

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えるもの
　（1）株式
　（2）債券
　（3）その他

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えないもの
　（1）株式
　（2）債券
　（3）その他

２．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券
前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券については、売却損益の合計金額の重要
性が乏しいため記載を省略しております。

３．時価評価されていない主な有価証券の内容
（単位：百万円）

その他有価証券
　 マネー・マネージメント・ファンド等
　 非上場株式（店頭売買株式を除く）

（デリバティブ取引関係）

ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため、記載を省略しております。

（退職給付関係）

1．退職給付制度の概要 1．退職給付制度の概要
当社及び連結子会社の一部は、確定給付型の制度
として、退職一時金制度を設けております。なお、当
社は平成14年７月31日に退職金制度を改定し、制
度変更時に算出した要支給額を退職時に支給する
こととしております。

２．退職給付債務に関する事項 ２．退職給付債務に関する事項
①退職給付債務 百万円 ①退職給付債務 百万円
②退職給付引当金 百万円 ②退職給付引当金 百万円

３．退職給付費用に関する事項 ３．退職給付費用に関する事項
①勤務費用 百万円 ①勤務費用 百万円
②利息費用 ②利息費用
③数理計算上の差異償却額 ③数理計算上の差異償却額
④合計 ④合計

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

－

20

前連結会計年度

274

小計

（平成16年7月31日現在）

自　平成15年８月 １日

－

4

11
－

至　平成16年７月31日

前連結会計年度

－
4
4

1,919

－

8,852

－

－－

自　平成16年８月 １日
当連結会計年度

同左

（平成17年７月31日現在）

11

－
－

（平成17年７月31日現在）

差額

当連結会計年度

対照表計上額

（平成16年7月31日現在）

取得原価
連結貸借

差額

16

当連結会計年度

－

30
－

連結貸借
対照表計上額

取得原価

14

－

△ 75
△ 75

△ 0
△ 04

6,001

区分
前連結会計年度

連結貸借対照表計上額

合計

274

－

－
－

1

連結貸借対照表計上額

△ 55

至　平成17年７月31日

△ 55

－

6,943

－
－

10,621 1,9398,8776,958 8,681

8,666
－

－

－
1,909

10
1,919

10,590

10,621

－

－
1,923

1,939

－

8,681

－ －

区分

小計

－

－

10
6,953

－

20
8,873



事業別営業収益及び貸出金の状況
（単位：百万円）

期　　別

商　品　別
％ ％ ％

受取割引料

貸 商工リボルビングローン
付
金 金 不動産担保貸付
融 利
･ 息 その他担保貸付
営 投
資 小計
事
業 売上高
業
受取手数料

その他の営業収益
収
合計
不
動 売上高
益 産
事 受取手数料
業
合計
スポーツ用品等製造販売事業

売上高
その他事業
売上高

総合計

割引商業手形
融
営 商工リボルビングローン
資 業
貸 不動産担保貸付
残 付
金 その他担保貸付
高
小計

合計 12.2396,128

86.6

1.6

62,126

12.4

73.2

9.0

360,470

100.0

55,766

77,704

13.7

21

100.0 100.0

13.4

91.0

3,540

305,754

43,097353,031

1.0

47,276

43,733

0.9

16.8

73.3

66,538

35,658

3,678

290,391258,342

6.9

12,04913.8

970.1

151

85,965

9.0

4,637

△ 1,768

0.4

4.2

0.1

155

344

80.4

1,321

43

△ 66

△ 18

△ 430

12.4

54,716

12.8

1,169

17.9

△ 137 △ 3.7

16.6

△ 33.1

52.1

10.6

△ 11,618

22,805

32,048

△ 24.6

8,261

1,364

2.3 1,418

19.5

0.2 △ 27

8,428

1415.4 3.1

17.8

100.0

9.5

47,337

0.2

54,631

1,836

222

70.3

0.3

362

8,211

3,577

12.4

△ 29.9

7,495

11,952 13.9

72.3

14.0

13.7

179 0.2

60.9

0.5

△ 22.8

△ 5.0

△ 418

59.3

△ 15.5

64.9

5.2 △ 8.8

8,315

至　平成17年７月31日

構成比 増減率金　　額

比較増減
（マイナスは△）

4,441

自　平成15年８月 1日

5,346

10,684

7,042

10,630

53

42,662 50,977

金　　額

当連結会計年度

自　平成16年８月 1日

5.8

54.9

構成比

6.3

金　　額

4,871

至　平成16年７月31日

前連結会計年度

4,495


